
 

独立行政法人から関連法人への補助・取引等及び再就職の状況の概要（令和４年度） 

法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 

労働関係法人企業年金基金 

関連法人の業務概

要 

 

確定給付企業年金法に基づき、加入者の老齢、死亡又は脱退につい

て給付を行い、もって加入者及びその遺族の生活の安定をはかること

を目的とする。 

関連公益法人等の受

取補助金等（国等）と

その他の収益の金額 

－ 

所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

会費、負担金 751,953,700円 

〔注１〕上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の期間の金額である。 

〔注２〕当事業年度において負担した会費、負担金については、全額

掛金の事業主負担分である。 

関連公益法人等に

対する債権債務の

明細 

債務 未払金 62,417,400 円 

〔注〕上記金額は、令和５年３月３１日現在の金額である。 

債務保証の明細 － 

事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 941,861,408 円 

独法発注額 0円（0％） 

〔注〕上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの

期間の金額である。 

役員のうち独立行

政法人の役職員経

験者の人数と氏名

（独立行政法人で

の最終職名） 

６人 

輪島 忍（理事長代理）、阿部 貴彦（千葉支部長）、若林 革※（千

葉職業能力開発短期大学校）、山本 英治※（京都職業能力開発促進

センター）、堀之内 治史※（熊本職業能力開発促進センター荒尾訓

練センター）、内山 元※（東北職業能力開発大学校） 

〔注〕※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員

において互選した代議員から互選された者である。 

役員に就いている

退職公務員の状況 
－ 

  



 

法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 

雇用支援機構健康保険組合 

関連法人の業務概

要 

健康保険法に基づき、被保険者及び被扶養者に対して保険給付や保

険事業等を実施している。 

関連公益法人等の受

取補助金等（国等）と

その他の収益の金額 

－ 

所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

会費、負担金 1,804,739,813 円 

〔注１〕上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

の期間の金額である。 

〔注２〕当事業年度において負担した会費、負担金については、全額

保険料の事業主負担分である。 

 

関連公益法人等に

対する債権債務の

明細 

債務 未払金 123,785,760円 

〔注〕上記金額は、令和５年３月３１日現在の金額である。 

債務保証の明細 － 

事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 3,798,360,594 円 

独法発注額 0円（0％） 

〔注〕上記金額は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの

期間の金額である。 

役員のうち独立行

政法人の役職員経

験者の人数と氏名

（独立行政法人で

の最終職名） 

８人 

輪島 忍※（理事長代理）、鈴木 修※（理事）、小林 淳※（総務部

長）、横山 真樹※（北海道職業能力開発大学校）、赤松 伸一※（島

根職業能力開発短期大学校）、小笠原 雅彦※（愛媛職業能力開発促

進センター）、松原 和範※（九州職業能力開発大学校）、佐藤 長彦

※（経理部次長） 

〔注〕※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合

員の互選した組合会議員から互選された者である。 

 

 

役員に就いている

退職公務員の状況 
－ 

  



 

法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 

特定非営利活動法人トータルサポート２１ 

関連法人の業務概

要 

 

企業経営・組織運営の支援を実施している。 

関連公益法人等の

受取補助金等（国

等）とその他の収益

の金額 

－ 

所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

－ 

関連公益法人等に

対する債権債務の

明細 

債務 未払金 660,000 円 

〔注〕上記金額は、令和 5年 3月 31日の金額である。 

 

債務保証の明細 － 

事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 2,440,650円 

独法発注額 2,084,500円（85.4％） 

〔注〕上記金額は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの

期間の金額である。 

役員のうち独立行政

法人の役職員経験者

の人数と氏名（独立行

政法人での最終職名） 

－ 

役員に就いている

退職公務員の状況 
－ 

 


